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日本精機グループのESGに関する基本方針

　当社グループは、社会の持続可能な発展が、中
長期的な企業価値向上、そしてステークホルダー
への社会的価値の提供拡大のために不可欠であ
ると考えます。
　社会が持続可能な形で発展するためには、そ
の重要な構成要素である我々企業が短期的な利
益追求だけではなく、中長期的な視点で環境問
題や社会問題に積極的に取り組む必要があり、
その実現のためには強固なコーポレートガバナ
ンスが前提になります。
　企業がそれらに継続的に取り組むことにより、
環境問題や社会問題の解決を通じて社会の持続
的な発展がもたらされると同時に、企業にとって
も中長期的な持続可能性や企業価値の向上に繋
がると考えます。
　当社グループは財務情報のみならず、ESG（環
境・社会・ガバナンス）要因等の非財務情報も考
慮し、ステークホルダーとの建設的な「目的を持っ

た対話」（エンゲージメント）を行うことで中長期
的な社会発展と事業拡大の両立を目指します。
　投資に際しては、従来一般的であった、ESGが
「事業リスク抑制」であるという観点に加えて、
ESGは「事業機会拡大」であるという観点を重視
します。「事業リスク抑制の観点」とは、我々の持
続的成長を阻害する可能性に対して、環境や社会
などの観点からどのようなリスク要因を認識し、
その要因に対してどのような対策を講じている
か、また財務の安定性に与える影響はどうか？と
いう観点です。「事業機会拡大の観点」とは、我々
が環境や社会などの観点から社会ニーズの変化
を捉え、いち早く価値創造に結び付けることに
よって、その競争力強化や中長期的な企業価値
の向上に繋げられているか、またそれを経済の活
性化やより良い社会づくりに繋げられているか、
という観点です。

ESGに関する取組み

　マテリアリティ（重要課題）への取り組みを企業価値向上につなげていくために、当社の経営方針、事業戦略を踏まえてESGに関する
指標のマネジメントを実施します。特定したマテリアリティについては戦略や計画に組み込み、PDCAサイクルを運用してまいります。
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日本精機グループのESGマネジメント指標

社会
Social

ガバナンス
Governance

環境
Environment

・取締役会のダイバーシティ
・取締役会の独立性
・団体交渉の状況
・サプライヤー行動規範の有無
・倫理と腐敗防止に関する方針
・情報セキュリティ方針
・サステナビリティ報告
・サステナビリティ関連開示

・有給取得率
・時間外労働時間
・従業員の男女割合
・男性の育休取得率
・管理職の女性比率

・温室効果ガス排出量
・温室効果ガス排出原単位
・エネルギー使用量
・エネルギー原単位
・エネルギーミックス
・水使用量
・廃棄物排出量

2050ESGロードマップ 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

地球にやさしく

事故のない未来

高い品質水準への対応

企業価値向上を牽引する
ガバナンス体制

人にやさしく

●GHG排出削減基準年

●HUD普及プロジェクト発足

●ISO9001、IATF16949へ移行完了

●健康経営優良法人認定 ●職場環境 各指標改善

●取締役会の過半数が社外取締役となる●監査等委員会設置会社への移行
●譲渡制限付き株式報酬の導入

（管理職女性採用割合、採用女性割合、所定外労働時間、有給休暇取得率など）●人権方針の制定（人権デューディリジェンスの推進）

●グローバル統一規格の品質マネジメントシステムの構築へ

●後付けHUD上市

●TCFD賛同表明 ●GHG削減50%

●HUD売上収益
　1,000億円

カーボン
ニュートラルE

S

S
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中期経営計画2026
HUD成長投資150～200億円

中期経営計画2023
・収益力の強化
・経営の効率化
・新規ビジネスの実現

中期経営計画2026
・新たな事業戦略による収益性の向上
・新たな資本政策によるバランスシートの適正化
・中期経営計画を支える［E・S・G］

中期経営計画2029

新たな成長ステージへ
企業価値及び株主価値の最大化
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合計

5,480t

環境への取組み（E）

環境に関する基本的な考え方

■ 日本精機グループの環境負荷（2024年度）

工場屋根遮熱等による環境・エネルギー改善

当社は、環境目的・目標を設定し、環境負荷低減活動を継続的に推進しています。2024年度は当社第９次環境目的・目標の2年目で、
実績は以下の通りです。

部品点数削減による廉価TFTメータ
　バイク用メータは、これまで指針式やパッシブ液晶を使用した製
品が主流でしたが、近年、TFT液晶による製品が主流となりつつあ
ります。
　メータのコストダウンを狙い、廉価TFTメータの開発に取り組み
ました。TFTバックライト内製化等の新規技術開発に取り組み、ビ
ズ・ベゼル等の金属部品を廃止し41%の軽量化に貢献しました。当
社はこれからも環境にやさしい製品開発に取り組んでいきます。

 共栄エンジニアリング株式会社は、精密部品加工・超微細加工等を
行うグループ企業です。精密加工は工場の温度管理が重要で、屋根
からの輻射熱による温度上昇を抑える為、天井に遮熱シートを設置し
照明をLEDへ切り替えました。また、屋根上に300kWの太陽光パネル
を設置し、再生可能エネルギー利用によりCO₂排出量を年間102t削
減しました。
　ソーラパネルの設置や断熱・照明のLED化等により環境負荷削減
の取り組みを行っています。

［ 環境目標達成に付随した取組み ］

　当社グループは環境基本方針を定め、地球環境問題を経営上の重要課題と位置づけ、環境と
調和する安全で持続可能な社会の実現を目指し、環境方針の体現、環境目的・目標を達成する
ため継続的な改善を展開しています。日本そして世界の製造工場の生産活動の中で、社会へ安
心と安全を届けるべく、グローバルに事業を展開しています。私たちは長年培ってきた設計・生
産技術を柔軟に活かして、そのシナジー効果により「ものづくり総合力」を強化するとともに、
ISO14001（2015年版）の環境マネジメントシステムを事業活動に統合しグローバルで展開し、
環境負荷低減活動を推進してまいります。

環境宣言
私たちは、持続可能な社会の実現を経営上の重要課題として位置づけ、｢志｣､  ｢社会｣､｢お客様｣､｢人｣を
大切にした事業活動を通じ、環境と調和する安心・  安全な社会の実現に向け、価値の高い製品、サービス
を提供し続けます。

排水量 廃棄物排出量 CO2排出量

合計

（原油換算）

エネルギー 水使用量

40,136kL

4社日本 9社アジア 3社米州 2社欧州

OUTPUT

製造会社数

RoHS2追加使用禁止物質の非含有保証体制の確立

2024年度比5%削減

2.0％削減(生産数原単位)(2024年度比)

2.0％削減(電力量使用量)(2024年度比)

運用管理(CO2全体で管理)

運用管理(CO2全体で管理)

運用管理(CO2全体で管理)

運用管理

1.0％削減(生産数原単位)(2024年度比)

99.90％以上

各製品群ごとの製品環境指標の向上

PRTR法物質の使用量管理・削減

取引先への環境パフォーマンス評価の向上

国内外関係会社の環境データの把握

11テーマで展開し、平均目標達成率：95％

3テーマを展開し、目標達成率：100%

2テーマを展開し、目標達成率：100%

3テーマを展開し、目標達成率：100%

製造系関係会社への共通の
環境データ把握継続：100%

地球温暖化防止に取り組む

電力

全社

全製造部門

全間接部門

該当部門

該当部門

該当部門

全社

製造指定部門

全社

16.8％削減

14.2％削減

261.2％増加

8.0％増加

13.9％増加

0.4％増加

14.6%増加

17.1％削減

100.0%

設計部門

設計部門

該当部門

調達関係部門―

サステナビリティ
関係部門

重油

CO2全体

都市ガス

LPG

上水道

排出量

リサイクル率

製品環境指標

製品含有
化学物質管理

取扱い管理

CO2排出量

水資源の節約

廃棄物排出量削減、再利用、
リサイクル化に取り組む

化学物質の適正管理

グリーン調達の推進

グローバルでの環境
パフォーマンス向上

環境配慮型製品の開発推進

取組みテーマ 項目 対象 2024年度目標 2024年度実績

◯

◯

△

◯

◯

◯

◯

◯

×

×

×

×

◯

×

評価

1,191kL

欧州

6,926kL

米州

14,871kL

アジア

17,148kL

国内

合計

1,211千m³

37千m³

米州

249千m³

アジア

921千m³

国内

5千m³

欧州

合計

1,185千m³

23千m³

米州

239千m³

アジア

919千m³

国内

5千m³

欧州
325t

欧州

1,288t

米州

2,330t

アジア

1,537t

国内

合計

70,089t

809t

欧州

9,070t

米州

31,172t

アジア

29,038t

国内

■ 第9次環境目標 2023-2026

ソーラーパネル 2024年8月稼働照明のLED化、天井遮熱工事

INPUT

(水道水, 地下水)

［ ○：目標達成　△：前年度よりも削減/向上するも目標未達　×：前年度より悪化し目標未達 ］

※運用管理：重油・都市ガス・LPGは間接部門での使用の為、CO₂排出量全体として目標設定し、削減・管理しています。
2024年度のエネルギーと水の実績は、新蔵王工場稼働と、ソーラ等の再エネ率向上、電化エネルギーへのシフトによる影響が主要因です。

廉価TFTメータ

既存メータ
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環境への取組み（E）

　日本精機は、2022年９月に、TCFD提言(Task Force on Climate-related Financial Disclosures：気
候関連財務情報開示タスクフォース)への賛同を表明すると共に、TCFDコンソーシアムへ加入しました。
　日本精機グループはサステナビリティ方針を掲げ、気候変動への対応をESG（環境・社会・ガバナ
ンス）の中でも重要な経営課題の一つと捉えております。
　当社と関わりのあるステークホルダーの皆様との一層のコミュニケーションを図るため、ホーム
ページや統合報告書等を通じ、気候変動に関わる情報開示の充実に、より一層努めてまいります。

　日本精機は、サステナビリティへの取り組みを強化するため、
2022年に気候変動を含むサステナビリティに対応する部門を事
業管理本部内に新たに設置しました。
　現在、TCFDの推進主体となる経営企画部は、「気候変動に関
するリスク・事業活動への影響についての見直し検討」「方針・
目標・進捗・課題等を取締役会や環境に関する会議体である環
境システム見直し会議に付議・報告」「方針・目標を環境委員会・
関連部門、グループ企業全体会議であるGroup Management 
Meeting等を通じて展開・指示し、情報共有を行い進捗を管理」
を行います。
　経営層は、取締役会、環境システム見直し会議において、方
針・目標・進捗・課題について審議し承認・指示を行います。

　サステナビリティ・気候変動に関するリスクの管理については、環境管理責任者と事業管理本部内「経営企画部」を事務局として、日本精機グ
ループや各ステークホルダーに重大な影響を与える可能性のあるリスクを分析・特定した結果やそのKPIについて、「環境システム見直し会議」に
おいて年に１回の付議・報告、もしくは取締役会への付議・報告をしています。
　環境マネジメントプログラムについても、計画やKPI、その実行結果を環境システム見直し会議に付議・報告をしています。

　気候変動は、そのリスクにより当社ならびにそのグループ企
業の事業活動のみならず私たちやそれらを取り巻く社会やス
テークホルダーへ様々な影響を及ぼします。
　私たちは、そのリスクの影響を最小限にとどめ、機会を活用
するため、シナリオ分析から気候変動が事業活動に与える影響
(リスク・機会)を特定し、その対応について優先度を考慮し事
業戦略へ反映する事で、持続可能な事業活動を推進します。

　当社は国際的な環境情報開示システムであるCDP2024 において以下の評価を受けました。

　これらは、当社が環境リスクに関する管理および具体的な対応を進めていることが評価された結果であり、世界の企業
が目指す持続可能な経営の中でも一定の水準にあることを示しています。

日本精機グループは、持続可能な社会の実現に向けて、気候変動に関わる目標として、CO₂排出量の削減目標を、Scope1とScope2（2019年を基準）
で2030年に50％削減、2050年に100%削減(カーボンニュートラル）と設定しました。現在、グループ一丸となって各種の省エネ施策に取り組むと共
に、太陽光発電導入を進めています。そのうえで、再エネの導入やオフセットによる方策も含め、目標達成に向けた取り組みを進めてまいります。そし
て、来たるべきグローバルサステナビリティ要請に対応するため、CO₂排出量の算定と開示を進めると共にその精度を高めてまいります。

■ ガバナンス

■ リスク管理

■ 戦略

■ 気候変動財務情報開示タスクフォース（TCFD)に基づく情報開示

■ CO₂排出量の目標と実績

■ 2024年度 CDP評価結果

（t-CO₂）

当社および当社グループ

気候変動対応とCN達成取組み カーボンニュートラル（CN）、テーマ活動の推進

環境委員会 環境課題の検討・立案、環境マネジメントプログラム実行

Group Management Meeting 方針展開・サステナビリティ課題の情報共有、実績把握

事業管理本部［環境管理責任者］

経営企画部

環境システム見直し会議［代表取締役社長］

環境方針 見直し / 改訂
環境マネジメントプログラム レビュー

承認・指示付議・報告

付議・報告

承認・指示

報告・情報共有・答申 方針展開・情報共有・指示

取締役会

4℃
シナリオ

1.5℃、2℃
シナリオ

IEA STEPS,WEO
IPCC RCP8.5

IEA SDS,WEO
IPCC RCP2.6

・気候変動により、海面水位の上昇や降雨量増による河川の氾
濫・浸水被害地域の増加、干ばつの広域化と渇水リスク増加 
・熱波・感染リスク増による死亡リスクの増大、労働意欲の低下

・気候変動抑制政策・規制強化により、炭素税負担増加、EV
車の増加、ガソリン車は減少
・低炭素社会向け新商材・新技術開発

4℃環境での
気候変動による
物理的影響

1.5℃/2℃社会
への移行影響

要素温度帯シナリオ リスク 機会 影響度 対応

炭素価格 大

大

大

大

中

中

各国の排出
削減目標/政策強化

プラスチック規制

リサイクル規制

豪雨水害増加

エネルギー価格
(電力・重油・ガス）

･製品の軽量化、設計・生産技術の進化
･代替材料（サステナブル材）の利用

･多様な再生可能エネルギー(太陽光発電、
水素、代替燃料など）の提供

･効果的な投資選択

･材料費への課税(炭素税)による調達コスト
増加

･エネルギー転換による投資・コスト増加

･燃料費への課税(炭素税)による製造コスト
増加

･エネルギー価格の高騰
･電力等エネルギー価格高騰による製造コス
ト増加
･燃料価格高騰による輸送コスト増加

･多様な再生可能エネルギー(太陽光発電、
水素、代替燃料など)の提供

･エネルギー効率化生産(高効率化の改善、設備導入)
・エネルギー効率化設計（肉薄化や省材料、代替材料利用）

･再生可能エネルギーへ切替、太陽光発電の設置、非化石
証書の購入、電化によるGHG直接排出削減
･GHG算定把握、削減目標設定と実行

･インターナルカーボンプライシング仕組み検討、導入

･高エネルギー効率製造設備・技術の進化･GHG排出規制による制限強化
･原材料価格の高騰

･エネルギー効率化生産および設計
･エネルギー高効率設備導入・切り替え

･代替材料（サステナブル材）の利用･再生プラスチック規制による制限強化
･プラスチック削減規制強化による原料高騰

･代替材料の検討、実行計画の策定、製品への適用

･代替材料（サステナブル材）の利用
・リサイクルプロセスの開発

･リサイクル対応原料高騰、対応の為の設計
費増加

･代替材料の検討、実行計画の策定、製品への適用
･サーキュラーエコノミーによる購入材料と廃棄物の削減

･電化によるGHG直接排出削減
･再生可能エネルギーへ切替
･太陽光発電の設置

･災害に強い工場への変革

・効率的で柔軟な働き方改革

･豪雨、海面上昇
･工場浸水、水没による損害・操業停止
･水災害リスク高による工場・倉庫の移転
･流通分断による製品供給低下

･労働リソースの不安定化

･BCP対策強化
･拠点防災対策マニュアル整備等防災対策
･水害レジリエンス強化

・リモートワークの導入、柔軟な活用

エネルギー 再生エネルギー

2019年
（基準年）

2030年
（50％削減）

カーボンニュートラル
への3本柱

①省エネ

②再エネ

③オフセット

79,950
t-CO₂

39,975
t-CO₂

0
t-CO₂

会社の成
長と共にエ

ネルギー
の使用量：

増加

会社の成
長と共にエ

ネルギー
の使用量：

増加再生エネ
ルギーの

使用比率：
拡大

再生エネ
ルギーの

使用比率：
拡大

C
O₂
排
出
量

2050年
（カーボンニュートラル）

企業価値
向上

日本精機グループのカーボンニュートラル目標

日本精機CO₂排出実績（単体）

Scope1
Scope2
Scope3

Scope1,2,3　カテゴリ 2023年度 2024年度 範囲

1.
2.
3.

4.
5.
6.
7.
8.
9.
10.
11.
12.
13.
14.
15.

購入した製品・サービス
資本財
Scope1,2に含まれない燃料
およびエネルギー関連活動
輸送、配送（上流）
事業から出る廃棄物
出張
雇用者の通勤
リース資産（上流）
輸送、配送（下流）
販売した製品の加工
販売した製品の使用
販売した製品の廃棄
リース資産（下流）
フランチャイズ
投資

579
8,738
382,735
16,691

1,351
N/A
43
287
144

Scope2で計上
N/A

算定対象外
15,080
167

算定対象外
算定対象外
算定対象外

1,072
8,504
375,065
26,501

1,467
N/A
43
230
140

Scope2で計上
N/A

算定対象外
10,600
111

算定対象外
算定対象外
算定対象外

単体

2022年度
1,083
11,644
373,215
6,349

1,859
N/A
53
188
144

Scope2で計上
N/A

算定対象外
20,683
232

算定対象外
算定対象外
算定対象外

省エネ

再生可能
エネルギー

証書・
クレジット購入

非化石エネルギー
への転換

2019年度比50%削減 カーボン
ニュートラル

CO₂排出量削減目標
(Scope1・2)

短期
(2023-2025)

中期
(～2030年)

長期
(～2050年)

高効率設備導入、
エネルギーロス削減、作業効率化

高効率設備導入、
エネルギーロス削減、作業効率化

太陽光発電導入、
再生可能エネルギー電力・ガス購入

太陽光発電導入、
再生可能エネルギー電力・ガス購入

カーボンオフセット
（非化石証書・クレジット購入等）

カーボンオフセット
（非化石証書・クレジット購入等）

ガス・重油設備の
電化推進

ガス・重油設備の
電化推進

取
り
組
み

事業 環境（E） 社会（S） ガバナンス（G）

各カテゴリのCO₂排出量算定で、一部算定に含まれていない活動量があります。

気候変動：B 評価 水リスク：B- 評価

（t-CO₂）

（年度）

79,950

70,347

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

2019 2020 2021 2022 2023 2024

79,352

72,84872,848

日本精機グループCO₂排出実績

■製造　■開発設計・販売・車販売

68,22468,224 66,11666,116

4,198 3,973

77,234
72,421 70,0894,387
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社会への取組み（S）

　当社は、安全の理念である「人間尊重」を基盤に、製品や部品の開発・設計・資材調達・製
造・販売・品質保証などのグローバルかつ多岐にわたる事業活動を通じ、経営理念を実現
するとともにこれらの活動を通じ「労働安全衛生」に関するリスクおよび機会に対する継続
的かつ積極的な取組みを向上・推進し、労働災害の撲滅を目指します。 

　当社は、グループの企業理念と品質方針に基づき、お客様の立場
に立って、お客様に安心・安全を提供し、社会から信頼を得るための
TQM活動を展開しております。
　品質マネジメントシステムとしては、当社は2017年度に国際規格
である自動車産業品質マネジメントシステム規格（IATF16949）に
準拠した品質マネジメントシステムへの移行を完了して、事業プロ
セスと統合いたしました。グループ会社は、ISO9001（2015年版）、
IATF16949への移行を2020年度で完了し、品質第一の考え方のも
と、グローバルに統一規格におけるシステムを展開し、製品・サービ
スの向上に取り組んでおります。

　この品質マネジメントシステムの活動を支えるプロセスは、下記
の様に企業理念から始まり、各種戦略を明確にし、グループ、従業員
のベクトルを一つに合わせ、計画運用を行います。実行結果は、決め
られたタイミングでレビューを行い、フィードバックをかけ、変化に対
応していき、その活動を支えるのは、構築された各マネジメントド
キュメントと教育・コミニュケーションなどの共有のためのツールに
なります。
　今後は、さらに産業および自動車技術の進化に適合し、業界一の
品質・技術の確立を目指し、継続的な改善に取り組みながら、お客
様のご期待に応えられる品質を追求してまいります。

社会に関する基本的な考え方

　当社グループは、無機質な生産効率の向上に傾倒せず、法令遵守および従業員
の人権尊重のもとで、当社グループの掲げる企業理念に則した企業運営を目指し
ます。そして、人材・安全・品質のマネジメントおよび地域社会への貢献活動を以
て、持続可能な社会の発展に貢献してまいります。

■ 労働安全衛生方針 

■ 品質方針

■ 労働安全衛生マネジメント体制

■ 責任ある鉱物調達

■ 品質マネジメント体制

■ サプライヤー サステナビリティ ガイドライン

　当社グループは、車載部品事業、民生部品事業、樹脂コンパウンド事業を始めとする製品
の企画・設計・開発・製造・販売のすべての活動において、品質第一の考えのもと顧客要求
を満たし、業界一の品質・技術の確立を目指し活動します。

　紛争地域および高リスク地域（CAHRAs）を原産地とする紛争鉱
物（スズ、タンタル、タングステン、金など）は、武装集団に対する支
援、児童労働などの人権侵害、贈収賄、資金洗浄、脱税、環境破壊な
どのリスクがあります（OECD Annex IIリスク）。当社グループでは、
RMI※1より提供されるCMRT※2を用いたサプライチェーン調査を実
施しています。サプライヤーと協力してサプライチェーンの透明化と
リスクの軽減に取り組んでまいります。

サステナビリティ全般にわたり、お取引様に遵守いただきたい安
全、品質、人権、労働、環境、責任ある鉱物調達、コンプライアンス、情
報開示の各項目を「サプライヤー サステナビリティ ガイドライン」と
してまとめ、発行しました。持続可能で効果的なビジネス環境の構築
に、サプライチェーン全体で取り組んでまいります。

マネジメントレビューや各種要望を基に目標および実施計画を策定し、計画運用しています。
計画運用過程で生じた事象は、適宜、各種方針／マニュアル、研修等に反映し、最適化を推進するとともに、

監視測定し、各プロセスを経た評価情報をマネジメントレビューとして記録します。

労働安全衛生方針、環境・労働安全衛生マニュアル

［体制・役割］［研修］［コミュニケーション］［文書・記録管理］

目
標
お
よ
び

実
施
計
画

レ
ビ
ュ
ー

計画運用
・利害関係者のニーズ、期待
・組織の役割/内外の課題
・労働安全衛生に関する要望
・前回レビューへの反映

運
用
管
理

事
態
へ
の

準
備
・
対
応

監
視
・
測
定

原
因
の
明
確
化

遵
守
の
評
価

グローバル品質マニュアル ＋ 管理ドキュメント

「体制・役割」「研修」「コミニュケーション」「文書・記録」

各個社品質マニュアル ＋ 管理ドキュメント

企業理念・経営理念
品質方針・他方針
内部・外部分析

中期計画（方針・目標）
注力テーマ策定
各種戦略策定

各本部計画・各個社計画

各個社における
部門実行計画
個人実行計画

計画運用 各種レビュー

　当社は、2020年8月に労働安全衛生マネジメントシステム
（ISO45001）の認証を取得し、プロセスに準拠した「環境・労働安全
衛生マニュアル」を制定し、「労働安全方針」「安全衛生目標」を掲
げ、働く人すべてが安全かつ健康的に働ける環境を整備しています。
各部門においては期初計画の中に労働安全衛生に関する項目を盛
り込み、安全衛生活動を計画的に推進しております。
　さらに全社横断的組織として、各事業所の安全衛生委員が参加す

る全社事務局会議を定期的に開催し、各事業所の安全衛生活動状
況や好事例、改善事例といった情報の共有化を図っており全社の
底上げにつなげております。
　国内外のグループ会社に対しても情報共有の仕組みを構築して
おり、今後も当社グループの労働安全衛生マネジメントを継続的
に改善して参ります。

労働安全衛生マネジメントのプロセス

労働安全衛生方針はこちら
https://www.nippon-seiki.co.jp/
sustaina_qs/#contents03

品質方針はこちら
https://www.nippon-seiki.co.jp/
sustaina_qs/#contents01

品質マネジメントシステムのプロセス

※1RMI: Responsible Minerals Initiative　※2CMRT: Conflict Minerals Reporting Template

サプライヤー サステナビリティ ガイドライン
はこちら
https://www.nippon-seiki.co.jp/sustaina_en/#contents03
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　当社では、職場全体でワーク・ライフ・バランスに対する理解を深
め、一人ひとりの多様な働き方を受容する風土づくりを進めており、
妊娠、出産、育児、介護など社員のさまざまなライフステージに応じ
た働きやすい環境づくりのため様々な制度を設けています。また、
従業員が、健康で、いきいきと、仕事にやりがいを感じ、チャレンジ
ができるよう、健康経営の取り組みも推進しています。

　7日間の年次有休取得を目標に設定しており取得義務5日間に加
えて、取得推奨日2日間として、社員の有休取得状況を管理者に通知
しています。

　職場環境に関する各指標において、2024年度の実績は右表の通りです。改善に取り組む姿勢や実績が評価され、以下の認定と表彰を受け
ています。

　日本精機の成長を支えているのは、多様な人材の活躍です。当社は「人材こそが最も重要な経営資源」と考えており、この考えのもと人材育成
を行っています。多様な価値観・考え方・バックグラウンド等を尊重し活かしあうことは組織の創造性を高め、優秀な人材の確保や競争力の向上
にも繋がると考えています。 また、従業員が必要なスキルや自らのキャリアについて主体的に意識し、実現に向け行動するための人材育成プロ
グラムを提供することで、個人の能力開発・成長を支援しています。

基本的な考え方

エンゲージメント向上の取り組み

リスキリングプログラムの導入

多角的な研修体系による人材育成

社会への取組み（S）

■ 人材育成

■ 職場環境の充実

多様な働き方の支援

目標と実績、表彰

目標達成に向けた取り組み

[主な取り組み内容]

・男女ともに育児休暇制度の利用を推進
・育児短時間勤務の対象を「3歳」から「12歳」になるまでに延長
・長期の病気療養の際に取得できる積立有給休暇制度
・女性社員を対象とした次世代リーダー向けコーチング研修を実施
・定期健康診断や社内イベントにおける女性がん検診受診の啓発
・配偶者の海外赴任に伴い退職した際、帰任時の再入社を容認

計画項目 目標（2027年3月まで） 実績

有給取得率

時間外労働時間

女性従業員数

男性の育休取得率

女性管理職比率

80%

平均12時間以内/月

25%

70%

5%

71.4%

平均14.9時間/月

24.7％

63.0％

4.7％

［ 指標・目標及び2024年度実績 ］［ 健康経営に対する取組みの評価 ］

［ 有休取得率 ］

マネジメント層の意識改革のため、労務管理研修を実施しています。

［ 時間外労働時間 ］

配偶者出産のタイミングで育休取得を促すリーフレットの配布を実
施しています。

［ 男性の育休取得率 ］

［ 働き方改革に対する取組みの評価 ］

にいがた健康経営推進
企業マスター2025 
新潟県
※3年連続

えるぼし（３つ星）認定
2022年認定
厚生労働省

ながおか働き方改革
プラス応援プロジェクト
はたプラチナ賞
新潟県長岡市 

　従業員のキャリア形成・スキル向上を通じ、事業基盤の強化を図るとともに利益拡大を図る
ため、2025年よりリスキリングプログラムを導入しました。
　リスキリングの希望者に対し、当社として重点的に強化したいエンジニア人材・デジタル人
材としてのスキルを身に着けるプログラムを準備し、プログラム修了後にはグループ内の部門
に適宜再配置を行ってまいります。柔軟な人員配置を継続するため、今後もプログラムの拡充
に取り組んでまいります。

リスキリングプログラム

　・組み込みソフトウェアプログラマー養成コース

　・CADオペレーター養成コース

　・DX推進者養成コース

　当社では従業員一人ひとりが意欲的に働き続けることのできる会
社を目指し、人事制度の見直し（キャリアパスの複線化、実力に応じ
た早期昇進の実現など）、四半期ごとのキャリア面談の導入、健康経
営の推進などのエンゲージメント向上の取り組みを推進してまいり
ました。

　今後はエンゲージメントパルスサーベイを定期的に実施する方向
で検討を進めています。サーベイにより従業員のモチベーション状
況を把握するだけでなく、従業員個人やチームの生産性、コミュニ
ケーションの質・マネジメントの質の向上により、エンゲージメントの
向上につなげてまいります。

自律考動型・グローバル人材の育成
　グローバル競争で勝ち残るため、先手を打って自ら考え行動し、
変化に素早く対応する「自律考動型」のグローバル人材育成を目指
し、年間２０以上のプログラムの教育・研修をテーマ、階層に合わせ
て実施しています。

　また、定期的なキャリア面談、グローバル経営人材候補者への集
中教育や早期選抜、多面的視座を醸成するためのジョブローテー
ション等を行っています。

　当社では多様性を発揮した企業の運営を実現するため、女性管
理職比率の向上に取り組んでおります。現在の当社従業員の男女比
率は8:2となっており、管理職における女性比率向上のために、まず
は全従業員における女性の比率を高めるとともに、女性社員の中か
ら次期管理職の候補を増やしていく活動に取り組んでおります。

［ 女性従業員比率および女性管理職比率 ］

・女性社員採用の活性化（U・I・Jターン学生へのアプローチを強化）
・女性社員の次期リーダー層への教育

階層別教育 / 選抜研修

役員層

ビジネススキル向上
自立考動型人材開発

マネジメント力強化
語学力

異文化理解
キャリア開発
自己啓発支援

管理職層

監督職層

中堅社員層

若手・新入
社員層

目的

対象

自己成長支援

能
力
発
揮
フ
ェ
ー
ズ

育
成
フ
ェ
ー
ズ

ロジカル
ライティング

フォロワー
シップ研修

選
抜
リ
ー
ダ
ー

シ
ッ
プ
研
修

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン

セ
ミ
ナ
ー

入
社
後
英
語

集
中
研
修

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
研
修

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス・
ラ
イ
ン
ケ
ア
研
修

海
外
出
向
者
向
け
異
文
化
理
解
研
修

部
門
長
推
薦
ク
ラ
ス

S
D
講
座（
通
信
教
育
）

健
康
セ
ミ
ナ
ー

研
修
ア
ー
カ
イ
ブ・e
ラ
ー
ニ
ン
グ

ビジネス
マナー

問題解決思考

新任管理職研修

メンター養成研修

次期部長層向け
マネジメント研修

実践型
コミュニケーション

研修
部門間連携研修

次期女性リーダー
研修

次期管理職向け
マネジメント研修

新任係長研修
（部下育成力向上研修）

監督層・リーダー層向け
マネジメント研修
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■ 経営参画意識の醸成

　当社は三条市立大学と連携し、地域産業の発展や次世代の人材
育成を目的として、多様な取り組みを展開しています。学生と社員が
交流するイベントでは、企業理解やキャリア形成の場を提供し、相互
理解を深めています。また、「イノベーションの創出」をテーマにした
ワークショップや寄附講座も開講し、実践的な学びを推進していま
す。これらの活動を通じて、学生の発想力や課題解決力を高め、地域
社会やものづくり産業の未来を担う人材の育成を支援しています。

　当社は2022年度より長岡造形大学の学生たちと産学連携授業
「地域協創演習」の取り組んでおります。今年度は、当社のCO₂濃度
測定器「CO₂ Lamp」のセンサー技術、情報可視化技術を活かした新
たな発想・アイデアを出すことをテーマとして、短期集中型の日程で
演習が実施されました。当社は更なる成長を遂げる為に、“マーケッ
トイン”の考え方をもち、未来の環境変化･ニーズを見据えアイデア
の具現化を志向するとともに、地域社会への貢献・人づくり活動にも
取り組んでまいります。

次世代人材育成支援 産学連携授業の実施

　Holfeeは、建設機械（ミニショベル）の操作をサポートする後付け
ガイダンスシステムです。専用のスマートフォンアプリと連動させる
ことで、オペレーターに現在の地面掘削深度や、目標とする掘削の
深さ・勾配に関する情報などを表示します。熟練度の必要な操作をよ
り容易にするので、建設業界における人手不足、熟練工技術の継承
問題の解決に貢献いたします。

　当社若手社員は、長岡市、㈱大光銀行の三者が合同で実施する
地方創生・SDGs研修「長岡市未来共創プロジェクト」に参画いたし
ました。地元・長岡の次期総合計画策定に向けたアイデアの検討や
異業種交流を通じて、多様な価値観を持った人材を育成するととも
に、職員・社員のエンゲージメントの向上を図るプロジェクトです。他
社と共同で長岡市に向けてアイデアをプレゼンし、様々な視点から
長岡市の未来に向けた提言が行われました。

ミニショベル向け
後付マシンガイダンスHolfee

若手社員による
「長岡市未来共創プロジェクト」への参画

■ 地域課題への対応

社会への取組み（S）

■ 社外取締役・女性管理職のディスカッション

■ 人権の尊重
人権デューディリジェンスの推進

タウンホールミーティング

従業員持株会を通じた株式付与

　当社グループは、全ての事業活動が、グローバル社会とともに持続的な発展を遂
げるため人権尊重の責任を果たす社会的な要請に応え続けることを方針に掲げて
います。当社グループのバリューチェーンを通じた人権尊重のため、事業活動におい
て発生し得る、右記人権課題に対し重点的に取り組みを進めていますが、2024年の
遵守調査において、問題発生事象はありません。

【1】強制労働及び児童労働の禁止　
【2】差別・ハラスメントの禁止　
【３】多様性の尊重・受容　
【４】賃金の不足・未払いの禁止　
【５】過剰労働の禁止　
【６】労働安全衛生の遵守　
【７】移民労働者、外国人労働者の権利　
【８】先住民族、地域住民の権利　
【９】結社の自由　
【１０】プライバシーの権利　
【11】表現の自由　
【１２】贈収賄・違法な利益供与等の禁止

重点取り組みテーマ

人権デューディリジェンスのPDCAサイクル

人権方針の
策定

01
03

02

04
負の影響の特定・評価

負の影響の防止・軽減

01.Plan
ステークホルダーへ開示
04.Action

取組みのモニタリング
03.Check 02.Do

　多様性を重視した組織文化の醸成に向け、社外取締役である島田さつ
き氏と女性管理職8名によるディスカッションを開催いたしました。島田氏
はソフトウエア設計や設計品質管理の豊富なご経験を持っております。ご
自身の女性としての組織での活躍の実績やアドバイスなど、実体験に基づ
くお話を女性管理職と共有しました。また、女性管理職としての視点を持っ
た経営参画意識の向上や女性管理職間のネットワークを育むうえでも有
意義な機会となりました。

　2025年より、経営から社員へのメッセージをダイレクトに伝えるとともに、
従業員の生の声を経営に届け、経営ー従業員双方の円滑なコミュニケー
ションを促進することを目的にタウンホールミーティングを開催しています。
経営層と従業員の直接対話の機会を設けることにより、当社の目指す姿の
実現に向け今後も継続してまいります。

　従業員が株主と同じ目線に立ち、
当社経営への参画意識の向上および
モチベーションアップを目的とした福
利厚生の一環として、従業員持株会を
通じた株式付与を決定いたしました。

対象：当社従業員持株会入会者
付与株数：50株/人
払込期日：2025年11月7日
割当方法：自己株式処分
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＜コーポレート・ガバナンスおよび内部統制に関する体制の模式図＞

選任／解任選任／解任
選任／解任

選定／解職
業務執行決定権限の委譲報告

諮問答申

報告 指示

指示

報告

指示

報告

指示

報告
監督/監査

監督/監査

監査
（相当性の判断）

報告

会計監査

内部監査

報告 経営会議

本部長会議

内部統制
推進会議

代表取締役社長 監査室
（監査等委員会事務局を兼務）

コンプライアンス委員会

リスクマネジメント委員会

安全衛生委員会

交通安全委員会

安全保障貿易委員会

輸出入管理委員会

会計監査人
（EY新日本有限責任監査法人）

取締役 5名
（監査等委員である取締役は除く）

（うち社外取締役 １名）

指示報告

指示報告
指示報告

受注戦略会議
品質会議
コスト会議
技術会議
生産性会議

指示

報告

指示報告

指示

報告

監督

監査等委員会
監査等委員である取締役 5名
（うち社外取締役 4名）

取締役会

株　主　総　会

報酬委員会指名委員会

各本部・各部門・グループ会社 

＜各機関の構成と主な役割＞

機関

構成

10名（社内5名、社外5名）

議長 委員長

社内取締役

5名（社内1名、社外4名） 5名（社内2名、社外3名） 5名（社内2名、社外3名）

主な
役割

取締役会 監査等委員会 指名委員会 報酬委員会

社外取締役（男性） 社外取締役（女性）

委員長 委員長

■経営の基本的な意思決定
と業務執行の監督
■代表取締役の選定
■重要な業務執行の決定（
取締役社長への委任事項
の決定を含む）

■取締役の職務の執行の監
査・監督
■監査等委員でない取締役
の指名・報酬等について
の意見陳述

■取締役の選任・解任に関
する事項の審議、取締役
会への答申

■取締役の報酬等に関する
方針および個別報酬額の
審議、取締役会への答申

［ 評価のプロセス ］

コーポレートガバナンスへの取組み（G）

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主の皆様をはじめ、従業員、顧客、取引先、債権者、地域社会などのステークホルダーとの信頼関係を重視しております。
　加えて、当社は、持続的成長と中長期的な企業価値向上の実現のため、非財務情報を含む適切な情報開示、取締役等の透明・公正かつ迅速・
果断な意思決定を支えるコーポレートガバナンス体制の実現、株主との建設的な対話が、最重要課題であると認識しております。今後も持続的成
長と中長期的な企業価値向上の実現に取り組んでまいります。

■ 取締役会

　当社は、取締役会を構成する取締役にアンケートを実施し、その結果を独立社外取締役で検討し、その検討結果
を踏まえ、取締役会に報告することで、毎年、取締役会全体の実効性について分析・評価を行っております。

［ 評価結果の概要 ］

　その結果、昨年度については、取締役会全体の実効性については確保されていることを確認することができ、取締
役会の運営、取締役会のモニタリング機能、取締役会への報告方法等も実効性が向上していると評価されました。
　一方、中期的な課題を議論する機会一層必要であることなどが共有されました。これらの意見を踏まえ、取締役会
の実効性の更なる向上に向けて、改善に取り組んでまいります。

取締役会の実効性評価

■ 監査等委員会

監査等委員会の体制

取締役会のサポート体制

　取締役全体を補佐する経営企画部および監査等委員を補佐する
監査室を中心に、取締役に対して適時適切な情報提供、報告及び連
絡などを行っております。取締役会の開催に際しては、各取締役に対
し議案の事前説明を行っております。また、社外取締役に対し、経営

会議の資料を共有するとともに、経営会議および四半期ごとの重点
施策のレビュー、関係会社のマネジメント会議などにはオブザー
バーとして参加する機会を設けております。

　監査等委員会では監査方針、重点監査事項、業務分担等に従い、
効率的な監査に努めております。監査の実施にあたっては公正・中
立的な立場から取締役の職務の執行を監査することにより企業集
団の永続的な成長に資するように行動するとともに、企業統治体制
及び内部統制システムの整備とその充実の促進について監査業務
の中で留意しております。

　また、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するた
め、代表取締役との重要課題に関する定期的な意見・情報の交換、
会計監査人及び内部監査部門との定期的な監査情報の共有化と相
互活用のための意見交換を行っております。

取締役・監査等委員のトレーニング

　当社は、新任者をはじめとする取締役・監査等委員がその役割を
深く理解し、責務を果たすことができるように、就任時を含め、毎年、
社内外の研修等の機会を提供することを方針とし、実践しておりま

す。具体的には、下記の社内外の研修機会を提供することで、取締
役・監査等委員は必要な知識の習得、及び役割・責務の理解に努め
ております。

◆社外取締役を含む全取締役 ◆社外取締役のみ

・当社の事業概要、経営理念、経営計画等に関する事項の説明
・当社の財務・会計に関する事項の説明
・当社製造部門・設計部門の視察

・外部専門家による会社法等関連法令、コーポレートガバ
ナンス、コンプライアンス、ESGに関する研修　　 
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コーポレートガバナンスへの取組み（G）

■ 報酬委員会■ 指名委員会

経営陣幹部・取締役等の報酬決定の方針

取締役報酬（2025年3月期）

取締役への報酬の構成と比率

経営陣幹部の選任、取締役候補者の指名の方針

■ 政策保有株式

■ 株主・投資家との対話 

　当社の経営陣幹部の選任にあたっては、経営者としての経験、能
力、実績等を総合的に勘案し、在任期間中における業績への寄与
度を重視した上、他の模範となるよう常に研鑽を重ねて誠実かつ忠
実に職務を全うし、社業の発展に努められる人材であるか否かを考
慮のうえ選任しております。
　当社の取締役候補者の指名にあたっては、経営者としての経験、
能力、実績等を総合的に勘案し、再任取締役の場合には、在任期間
中における業績への寄与度も考慮した上で選定・指名を行うため
に、独立社外取締役を委員長とし、独立社外取締役が過半数を占
める指名委員会の審議を経ることとしております。
　また、社外取締役候補者については、（1）専門家としての知識・経
験を活かし、外部の客観的視点で意見を述べて頂き、それを経営戦
略・計画の策定および重要な業務執行の意思決定に反映させるこ
と、（2）会社と経営陣・支配株主等との間に利益相反が生じないよ
う監督すること、（3）株主等のステークホルダーの意見を取締役会

に反映させること等、当社が社外取締役に期待する役割を踏まえ、
当社グループの今後の発展に不可欠な候補者の国際感覚、専門
性、経歴等を総合的に判断した上で候補者の選定・指名を行ってお
ります。
　2025年6月の社長交代および役員選任については、経営陣の若
返りを図った上で執行最高責任者を明確にするものであります。当
社が属する自動車産業は100年に一度の大変革期を迎えており、
新社長を支える体制として役員を選任しております。なお、役員選任
については指名委員会の答申を経た上で取締役会にて役員候補
者を選任しております。
　新社長につきましては、昨年より代表権をもつ取締役副社長執行
役員に選任し、社長の職務の一部を委任し執行して参りました。そ
の職務状況を確認した上での人選を行っております。これらの経緯
については、役員選任を審議する指名委員会にも審議の参考情報
として説明しております。

　報酬決定にあたっては、当社の状況、当該役員の職位職責、従業
員給与とのバランス等を考慮して決定しております。取締役（監査等
委員である取締役を除く）の報酬等については、取締役会の監督機
能を強化するとともに、経営の透明性・公平性を担保するため、独
立社外取締役を委員長とし、独立社外取締役が過半数を占める報
酬委員会からの報酬に関する基本方針および報酬に関する決定手
続きに関する答申を受け、当社取締役会において個別の報酬額を
開示した上で決定しております。
　取締役の報酬には、生活基盤の安定を最低限保障することによ
り職務に専念させるとともに、部分的に一定のインセンティブ報酬
を支給することで業績向上に効果があるとの観点から、業績連動
の賞与を支給しております。取締役への業績連動賞与は、前事業年
度及び当事業年度の連結売上収益と連結営業利益の実績、連結

ROEの実績等を勘案して決定いたします。なお、社外取締役は、譲
渡制限付株式報酬の割り当てならびに業績連動賞与の支給えの対
象外としております。

　当社は、毎年、取締役会において、個別の政策保有株式の保有必
要性および保有に伴う便益やリスク等を定性的、定量的に検証して
おります。また、企業価値の継続的な向上およびPBR１倍水準の早

期達成に向けた施策の1つとして、政策保有株式の縮減に継続して
取り組み、資産効率の向上を図ってまいります。

　当社は、株主・投資家と積極的な対話を行い、当社の経営戦略や
経営計画を説明するとともに、対話を通じて得られた意見や要望を
経営に反映させることで、持続的な成長と中長期的な企業価値の向
上を図っております。

　2024年6月より、独立性社外取締役5名（男性3名、女性2名）とする
構成を継続しています。締役の独立性・多様性は右記のとおりです。

＜取締役会構成およびスキルマトリクス＞

佐藤浩一

永野恵一

吉原正博

東政利

島田さつき

平田祐二

富山栄子

鈴木北吉

榎本俊彦

山田聡之

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

◯

◯

○

○

○

○

◯

社内

社内

社内

社内

社外

社内

社外

社外

社外

社外

監査等委員

監査等委員

監査等委員

監査等委員

監査等委員

企業経営 製造
生産技術

研究、開発
設計

会計、財務
税務

企業統治 ESG
サステナビリティ

グローバル
経験

人事
人材開発

IT
DX

マーケティング
営業

取締役会の独立性・多様性向上

取締役会 独立性・多様性の推移 2025年度

独立性：独立社外取締役比率

多様性：女性取締役

50.0％

2名

2023年度 2024年度

36.4％

1名

50.0％

2名

回数

決算説明会

機関投資家・アナリストとの個別対話

議決権行使担当者等との個別対話

2回

75回

13回

スピーカー

代表取締役社長・財務担当役員

財務担当役員・経理部長

財務担当役員・経理部長

株式報酬型
ストックオプション

譲渡制限付
株式

対象となる
役員の員数(名)

報酬等の総額
(百万円)役員区分

取締役 ［監査等委員を除く］（うち社外取締役) 244（5）

50（30）

294（35）

195（5）

50（30）

245（35）

37（-）

-（-）

37（-）

2（-）

-（-）

2（-）

8（-）

-（-）

8（-）

7（1）

5（4）

12（5）

取締役 ［監査等委員］(うち社外取締役)

合計（うち社外取締役）

報酬等の種類別の総額(百万円)

変動報酬

株式報酬業績連動報酬

業績連動賞与基本報酬

固定報酬

2025年3月期

代表権のある取締役

その他の取締役

社外取締役

70%

75%

100%

30%

25%

-

24%

20%

-

6%

5%

-

固定報酬 変動報酬
業績連動報酬 株式報酬

(P10  財務方針 参照)
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贈収賄の防止

コーポレートガバナンスへの取組み（G）

税の透明性

コンプライアンス推進体制

コンプライアンス啓発活動

内部通報

リスクマネジメント体制

BCP に関する基本的な考え方

　当社では、リスクマネジメント委員会を設置し、事業運営上の各種リス
クの低減および対応を図っております。リスクマネジメント委員会はＢＣＰ
部会、防災部会、機密管理部会により構成されます。ＢＣＰ部会、防災部会
ではＢＣＰにて事業継続プランの策定および災害リスクの低減を行ってお
り、機密管理部会では情報セキュリティ対策を行っております。

情報セキュリティマネジメント

リスクマネジメント委員会 BCP部会

防災部会

機密管理部会

■ リスクマネジメント

　当社は、健全で公正な事業活動を遂行するために、贈収賄の防止
を重要な社会的責務のひとつと認識しております。私たちは国内外
の法律および規則を遵守し、いかなる形態であっても不正な利益供
与や不適切な接待・贈答等を一切行いません。

　コンプライアンス行動指針において、適正取引および贈収賄・違
法な利益供与の禁止を周知するとともに適切な教育や内部管理体
制の強化を継続し、透明性の高い企業活動を推進することで、社会
からの信頼に応えてまいります。

　当社は筋肉質な企業としてチャレンジを続け、社会と企業の持続
的な繁栄に貢献することを理念に事業を行うとともに、納税の重要
性を理解し、納税を通じた利益の社会への還元によって納税者とし
ての義務を果たし、社会に貢献することに努めます。

　各国の税法や租税条約を順守することおよびOECD移転価格ガ
イドラインやBEPS行動指針計画等の国際的な規範党の精神に則る
ことにより、構成、公平な納税を行うとともに、不当な租税回避行為
を行いません。

知的財産に関する基本的な考え方

コンプライアンスに関する基本的な考え方

■ 知的財産

■ コンプライアンス

　当社は、「有益権利の確保」、「知財安全の確保」、「権利活用の強
化」の基本方針に基づいて、知財財産活動を推進しています。
　「有益権利の確保」では、特許性のある発明を発掘、評価し、評価
の高い発明から権利取得して、事業を優位に進める基盤作りを推進
しております。また、受注獲得を支援するため、製品の流通国や競合

企業に対応した権利取得を推進しております。「知財安全の確保」で
は、開発/設計フェーズに応じた特許 調査を実施することで知財リス
クを管理しております。「権利活用の強化」では、彼我検証活動として
他社製品の検証を推進しております。弊社の保有権利の使用が確認
された場合は、ライセンス等の適切な権利活用を行っています。

　近年、世界各国での地震、火災、爆発、風雪水害などの発生が相次
ぎ、また、地政学的にはトランプ関税による影響が世界各国で広がっ
ています。サプライチェーンの維持に多大な影響が想定されるため、
事業活動を停止させるリスクやボトルネックに対し、どのような対策
を講じているかが求められており、事故発生時に「経営損失」回避の
ために可能な事業継続戦略の策定と実施が必要とされています。

　当社グループでは「火災」、「地震」、「風雪水害」、「感染症」といった
災害により、事業停止に追い込まれないために、重要業務を絞り込
み、事業継続プランの策定を推進しております。
　災害・事故・事件等の発現に際しては代表取締役社長が指揮を執
るオペレーション会議にて、損失最小化策と事業継続可能性の審議
および顧客納入リスクの判断を行っております。

　当社グループは、ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）の
仕組みを構築し、従業員の教育も含めて情報セキュリティの維持・改
善を継続的に行うことで、グローバルで安全な情報管理に取り組ん
でいます。特に、顧客情報や営業情報、技術情報、個人情報等を機密
性が高いと考え、これらの情報の漏洩、紛失、破壊及び改ざん等のリ
スクから保護するための適切なセキュリティルールや監査シートを
策定し、定期的監査～是正を行ったうえで運用しています。
　ITセキュリティ面では、昨今のサイバー攻撃リスクの高まりに対応

し、EDR（エンドポイントにおけるサイバー脅威の検知と対応の仕組
み）をグループ全体に導入するなど、より強固な防御の仕組みを導入
しています。
　また、社内的な仕組みだけでなく、TISAXと呼ばれるドイツ自動車
工業会の定める情報セキュリティの認証を日本、欧州、米州で取得
し、定期更新も行っており、日本の自動車産業サイバーセキュリティガ
イドラインにも対応するなど、セキュリティ水準の維持向上に努めて
います。

　日本精機グループは、より一層社会から信頼される企業集団とな
るために、コンプライアンス重視の経営に取り組み、社会の責任ある
存在として法令および倫理を遵守し、健全な企業活動の実践を心掛
けております。

　私たちはコンプライアンス行動指針を制定し、取締役をはじめ従
業員一人ひとりがその行動指針に基づいて行動することにより、社
会から信頼される企業集団を目指します。また、お客様に満足してい
ただける価値の高い製品・サービスを提供することにより、社会の繁
栄に貢献してまいります。

　当社は、コンプライアンス推進のため、代表取締役の下、コンプラ
イアンス委員会を設置し、コンプライアンス・オフィサーに取締役また
は役付執行役員を任命しております。コンプライアンス委員会は、全
社横断的なコンプライアンス体制の整備および問題・課題把握と啓
発活動に努め、コンプライアンス違反に関する重要な問題点につい

て審議し、継続的改善を推進しております。
　また、各業務担当取締役および執行役員は、各業務部門固有のコ
ンプライアンスリスクの分析と対策を行い、継続的に質向上を図っ
ております。

　当社は、全社員が携帯するTQMノートにコンプライアンス宣言、
内部通報制度、コンプライアンス行動指針を記載し、コンプライアン
スとは何であるかを啓発するとともに、その周知を行っております。
　また、コンプライアンス委員会年間活動計画に基づき、新入社員
向けコンプライアンス研修、顧問弁護士による管理職向けコンプラ
イアンス研修、啓発資料の配信（年4回）を、グループ会社を含めて実

施しております。さらに、グループ会社で発生したコンプライアンス事
案について、各社のコンプライアンス委員会や総務部長に情報共有
を行うことにより再発防止を図っております。
　その他、営業部門や海外出向者等に対する独禁法研修、全社員に
対する年１回のインサイダー取引防止研修を実施することにより、法
令遵守意識の向上を図っております。

　当社は、公益通報者保護法を踏まえ、関係会社を含む、不正を知
る従業員等からの通報を社内、社外（弁護士）の窓口で受け付け、内
部通報者の保護を図りつつ、適切な調査、是正および再発防止策を
講じる「内部通報制度」を構築しております。
　内部通報を匿名でも行うことができるとし、担当者に守秘義務を

課すことにより、内部通報者の保護を徹底しております。また、内部
通報窓口の責任者をコンプライアンス委員会とし、一定の重大事案
については社外取締役への報告を義務付け、利害関係者の事案へ
の関与を禁止することにより、内部通報窓口の公正性、独立性を確
保しております。



富山　グローバル市場での対応力、そして変革に向けて
前向きに挑戦しようとする経営陣の姿勢は大変心強く、ガ
バナンスの観点からも安心感があります。
島田　私も当初は製造・ハード設計中心のモノづくり企
業を想定していましたが、業界変化に対応したソフトウェ
ア開発の強化も進められていて大変驚きました。
富山　ソフトウェア開発力やUX（ユーザーエクスペリエ
ンス）設計へのシフトは、製造業におけるビジネスモデル
変革の象徴です。当社がこの変化を「脅威」ではなく「差
別化の機会」として捉え、変革のドライバーにしていこうと
いう姿勢は、社外取締役としても非常に勇気づけられ、私
もその実現に貢献してまいりたいと思います。
島田　また、当社の社員は誠実且つ慎重、会社を誇りに
思い、長い歴史を守り続けていく風土があると感じます。
前中期経営計画における筋肉質の企業体質への変革は
企業風土に合った取り組みだったともいえるのではない
でしょうか？これらの強みを活かし、さらに強靭な企業体
質に変革する多くの可能性を秘めた企業であることも魅
力です。
富山　私も、社員の誠実さや協調性に強みを感じていま
す。新潟県長岡市という地域における社会的存在意義を
長年にわたって築き上げてきたことが、従業員の誇りや忠
誠心、さらには慎重かつ誠実な企業文化として表れている
点に、無形資産としての企業風土の力強さを感じます。こ
れらは財務表には現れにくいながらも、長期的競争力や
リスク耐性を支える重要な経営資源です。前中期経営計
画における「筋肉質の企業体質への変革」が、こうした企
業文化に自然に適合した形で進められているというご指
摘にも、深く共感いたします。

TALK SESSION

企業経営の観点から日本精機グループの価値向上について、
社外取締役である島田氏と富山氏に、対談していただきました。

島田さつき
Satsuki Shimada

社外取締役

富山栄子
Eiko Tomiyama

社外取締役
（監査等委員）

島田取締役は就任1年目でしたが、どのようなこ
とを意識して業務にあたられましたか？

当社を社外取締役として支える中で、特に魅力や
強みを感じる部分はどこですか？

日本精機の
企業価値向上について

島田　今年は社外取締役就任一年目ということもあり、
当社を様々な視点で理解し、日本のみならずグローバル
における企業価値向上のための提言をすることを念頭に
置きました。就任当初は当社、およびグループの状況を理
解することから始めました。当社内における組織体制、事
業内容、財務状況、エンゲージメントや企業風土など知る
ことで、客観的かつ経営視点で確認することを心掛けまし
た。自身のキャリアである製造業での企画から設計・製
造、ソフトウェアに関する品質保証の専門的知見と組織
マネジメントの経験により、経営課題につながるリスクや
事業活動の活性化に関するコメントをさせていただきま
した。

　また、当社は企業理念のパーパス：「安心と感動に満ち
た世界と未来を作ります」を掲げ、車載用計器メーカーと
してトップの座を有しており、更なる事業拡大に向けて多
くの可能性がある企業だと確信しております。
富山　そうですね、パーパスに基づいた経営はESGやサ
ステナビリティの実現において、企業活動と社会価値の
統合を図る要であり、経営戦略と一体化することが競争
力の源泉になると考えます。

富山　企業価値の持続的な向上には、経営の意思決定
に多様な視点を取り入れることが不可欠です。私はマー
ケティングと経営学の視点、また教育・研究・社外取締役
としての複数の経験を通じて、消費者・社会・ステークホ
ルダーの観点を意識しながら、長期視点に立った発言を
心がけています。とくに、取締役会では経営陣の提案に対
して、社内とは異なる外部の視座から、リスクと機会の両
面を見極める助言を行うことに努めています。
島田　私の方は、今後期待される役割として、業界変化に
合わせたデジタル化へ向けた先進技術観点、特にシステ
ムやソフトウェアに関する既存事業、および新規事業など
への取り組みについての提言は重要と考えています。
　さらに多様性を含む人材開発において、女性幹部育成
や専門技術人材、グローバル人材の確保など人材育成面
での提言も自身の役割の一部であると認識しております。

取締役会の中でご自身に期待される役割をどの
ようにお考えですか？

Next Page

島田　グローバルに展開している各拠点の品質面でのガ
バナンスの取り組み、重点課題等に対する施策や運用の
妥当性、実現性、経営インパクトへの影響を客観的な視
点で確認できていると考えております。特に品質リスクの
影響度が高いコンプライアンスや事業統合などに関して
は、当社の経営リスク低減に向けた取締役会における議
論は有効だったと認識しております。
富山　品質問題とコンプライアンスを一体として捉え、経
営リスクとして俯瞰する視点は極めて実践的であり、製造
業における信頼構築の根幹に関わる重要論点ですね。こ
のようなリスク認識は取締役会の監督機能の高度化にも
直結すると思います。私は大学でマーケティングやグロー
バル経営を専門として研究しています。企業のブランドの
つくり方やお客様との信頼関係、会社の存在意義（パー
パス）を活かした経営のあり方などに取り組んできまし
た。また、自動車メーカーの海外でのマーケティング戦略
や、自動車産業のサプライチェーン、企業同士の取引
（B to B）についても研究してきました。
　これらの経験を通じて、変化の激しい時代に企業がど
のように成長していくか、どのような戦略や考え方が必要
かを考えてきました。当社においても、そうした視点から、
社会の動きや市場の変化を踏まえたアドバイスを行い、
持続的な成長と健全な経営体制づくりに貢献していけれ
ばと考えています。
島田　外部環境を踏まえたアドバイスはまさに私たちに
求められるものですね。そういった観点では、当社内にお
いて設計の中心となるソフトウェア部門やDX推進等の組
織に対しヒアリングを行い設計効率化、マネジメント層の
育成課題や生成AIの導入などの競争力への対応施策案
を提案いたしました。組織全体を通した改善も進められて
おり、自身の経験値がプラスに作用したと感じております。
　ダイバーシティの観点からは、女性管理職との意見交

換の場に参加し、組織マネジメントの現場課題へのアド
バイスや当社の潜在的な課題についても共有し、今後の
組織改革に対する糸口にもなったのではないかと思いま
す。現場の社員と向き合うことで、社員の真摯で前向きな
組織風土を理解し、これらが当社の強みとなっていると感
じています。
富山　組織の文化的強みを現場の声を通じて把握し、そ
れを経営資源として評価する姿勢に共感します。人的資本
経営の観点からも、無形資産としての企業風土の定性的
理解は重要な経営指標となりうると思います。島田さんは
製造業の役員を務めて来られたので、女性管理職の皆さ
んにとっても有益な機会だったのではないかと思います。
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社外取締役対談

これまでの専門分野やご経験が、当社での役割
にどのように活かされていますか？



現中期3か年(25/3期~27/3期)は業績回復期と
位置付けています。業績回復に向けた課題をどう
お考えですか？
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社外取締役対談

当社の事業に影響を与える外部環境の変化をど
のように分析されていますか？

ご指摘のように、自動車部品業界ではEV化、デ
ジタル化、そしてAI技術の導入が進んでいます。
当社がこれらの変化に対応するために、最も重
要な戦略は何だと思われますか？

業界全体が急速に変化する中で、当社が競争力
を保つためにどのような準備が必要だと感じて
いますか？島田　ステークホルダーの期待は更なる先進技術研鑽

により、サステナビリティを意識した製品設計と生産体制
を整備し、世界をリードする製品開発やグローバルマネ
ジメントにより、柔軟な供給網とリスク管理体制を構築す
ることです。そのためにはグループ企業を含めたスピー
ディな情報の共有や可視化を最速で実施すべき課題と
捉えます。経済リスクについては強みの一つであるグ
ローバルネットワークを最適に活用することで、為替の
影響を最小限にすることや調達先の多角化、製造リソー
スの調整によるコスト低減などで対応可能と考察してお
ります。

富山　加えて、これまで築いてきた技術力や信頼といっ
た既存の強みを生かしながら、新たな価値を創出する
「両利きの経営（既存事業の深化と新規事業への挑戦）」
の視点も重要です。近年では、自動車業界の系列構造が
崩れつつあり、部品単体での取引から、システム単位で統
合的に受注する形への移行が進んでいます。こうした変
化に対応するには、ハードウェアだけでなくソフトウェア
開発力を含めた全体最適の視点が不可欠であり、自動車
産業も「ソフトウェア・ファースト」の時代に入ったと言え
ます。これは単なる技術革新ではなく、企業の生き残りを
かけた本質的な変化であり、柔軟性と先見性を持って果
敢に対応していくことが求められていると感じています。
島田　自動車業界を取り巻く環境は本当に急速に変化し
ていますね。特に現状の自動車部品業界を取り巻く環境
は、電動化の進展、自動運転、脱炭素・環境規制の強化、
グローバルサプライチェーンの変動、デジタル化、スマー
ト工場、昨今の米国の関税問題を含む世界経済のリスク
など多岐にわたります。当社が主軸とするメータビジネス
においても同様な環境変化は同時に直面することになっ
ていくでしょう。
富山　長期の目線では、2030年を見据えた中期経営計
画には、企業としての存在意義（パーパス）をどのように実
現するかが問われていると考えます。ステークホルダー
は、財務的成果だけでなく、環境や社会的価値の創出も
重視する時代に入っています。その中で当社グループは、
グローバル展開と地域との共生、そして脱炭素をはじめと
した環境対応の両立を図ることが大きな課題であると認
識しています。ESG対応を進化させるには、単なる形式的
な情報開示ではなく、「経営の意思決定と一体化」した仕
組みづくりが求められます。たとえば、サステナビリティを
事業戦略や製品開発、人材育成と統合し、部門横断で目
標達成に向けた具体的なKPIとインセンティブ制度を設け
ることが効果的です。ESGを「レポーティングのための活
動」として終わらせるのではなく、将来世代との約束として
の“企業の意思”を可視化する取り組みへと深化させてい
くことが、共感と信頼の獲得につながると考えています。

島田　業績回復期を乗り切るため、特に重点課題として挙
げられている「HUD事業強化」「欧州事業の収益改善」は
株主、投資家など多くのステークホルダーに注視され期待
されているテーマであると理解しています。
　さらに国内再編や生産性向上、資材費の原価改善、先
進技術獲得、新規事業立上げなど課題は山積しています。
グローバル観点から欧州事業の収益改善に加え、インド
や中国市場の強化が必須です。さらに米国の経済影響に
ついても注意深くモニタリングし、世界経済を踏まえた対
応が必要になります。世界の各拠点、またグループ各社で
これらの課題に対する施策は具体的に進められています
が、スピード感や実行プロセスの可視化についても対応強
化が必要です。個々の取り組みや課題をタイムリーに認知
する一元管理の仕組みを構築しPDCAを回すことは今後
の検討加速化すべき事項だと考えています。
富山　業績回復は喫緊の課題ではありますが、単なるコ
スト削減ではなく、事業ポートフォリオの見直しや新たな価
値創出への投資、社内外の人材の活用が鍵を握ります。ま
た、持続的な成長に向けては、財務的な成果だけでなく、
環境・社会など非財務の面でも成果を可視化し、それを社
内外に発信することが重要だと考えています。
　さらに、急速な環境変化に対応するためには、自社だけ
で全てを完結させるのではなく、外部の知見や技術、パー
トナーシップを積極的に活用する「オープンイノベーショ
ン」の推進が不可欠です。スピード感を持って変化を先取
りする姿勢こそが、業績回復と中長期的な競争力の強化に
つながると考えます。

島田　当社にとって主軸となる車載メーター事業は、今
後益々加速するEV化、デジタル化、AI技術の導入に対し、
単なる「表示・情報提供」という目的から「UX:ユーザーエ
クスペリエンス」や「HMI：ヒューマンマシンインター
フェース」が中心となる領域に進化し、デジタルインター
フェース企業へ変革することが求められます。
富山　おっしゃる通り、デジタル化・EV化・AI化の進展に
伴い、車載機器は「情報を伝える機器」から「運転体験を
構成する一部」へと昇華しており、UXデザインとHMI設計
は競争力の中核的要素となっています。特にHMI領域に
おいては、安全性・快適性・効率性といった複数の要素を
調和的に設計することが求められ、従来のハードウェア
中心の競争優位からソフトウェア×体験設計型優位への
シフトが加速しています。
島田　当社はHUDにも代表されるように非常に高い技
術力は保有していますが、急激な変化への対応に向けて
迅速かつ有効に取り組まなければなりません。差別化を
図るためには、先進技術を有する更なる専門人材の確保
やソフトウェア中心の設計強化、HMIを考慮した情報最
適化など安全性にも配慮したモノづくりを行う体制整備
が必要です。戦略として重視するポイントは研究開発や技
術力強化のための投資、DX・AI人材の育成と確保、組織
の部門横断化やオープンイノベーション、OEMとの共同
開発など多くの施策に取り組みことですが、当社単独で
はなくステークホルダーも巻き込み統合的な視点で同時
並行に進めることで、長期的な競争力にも耐える基盤が
作れると思います。

ゆるサービタイゼーションが注目されています。そのよう
な中で、ソフトウェア・AI・UI/UX・DXの各要素を組み合
わせた組織能力の構築に取り組むには、単なる技術開
発にとどまらず、企業文化と戦略構造の同時転換が必要
です。
島田　一方で自動車産業の変動に左右されないために
は事業多角化も検討する項目になります。先進技術を導
入したデジタル技術は他産業にも応用可能です。新規事
業を検討する組織はすでにたち上げていますが、他産業
への技術展開や異業種との協業などを迅速に計画実行
できる機能強化も必要になると想定します。
富山　特に当社のような高度なセンシング・表示・制御技
術を持つ企業にとって、デジタル技術の横展開は、医療
機器、インフラモニタリング、農業IoT等の他産業でも高い
市場ポテンシャルを有しています。すでに新規事業を検
討する専門組織が立ち上がっていること自体が、環境変
化への適応力と先見性を備えた企業文化のあらわれで
あると評価しております。
島田　これらの様々な検討項目に対して、短期的な収益
への影響も見据えた上で、中長期視点での投資継続を経
営陣として覚悟しておくことになります。当社の筋肉質な
企業体質に加え、アジリティな意思決定による組織変革
の加速化を行うことで、更なる進化を行い柔軟な企業体
質にも変革できると期待できます。
富山　系列構造の崩壊や一括受注への移行、ソフトウェ
ア・ファーストといった自動車産業全体の大きなパラダイ
ムシフトは、持続可能な経営に向けた試金石となってい
ます。これらの変化を乗り越えられるかどうかが、まさにサ
ステナブルな成長の鍵を握っています。こうした激しい環
境変化を「危機」ではなく「好機」ととらえ、自社の強みを
活かして新たな価値創造に挑戦する姿勢が重要です。ぜ
ひ時代の風を味方につけて、果敢に未来へと突き進んで
いただきたいと思っております。

島田　今後の変化に備え、事業構造やそれに紐づく技術
やサービス、自動化によるコスト構造、サステナビリティ・
ESGへの対応も欠かせないと思います。事業構造はハー
ドウェアからソフトウェア・サービス中心に転換が必要で
す。特に顧客や市場要求の変化により、従来の製造型組
織からデジタル企業への変革が不可欠です。
富山　近年、顧客価値は製品の性能そのものよりもUX
や継続的サービス（SaaS化）へと重心が移りつつあり、プ
ロダクトライフサイクルを通じたサービス価値の提供いわ




